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（４）調査内容

※DI値を集計（DI=「良いとする回答割合」－「悪いとする回答割合」）

　DI ･･･ Diffusion Index (景気動向指数）の略
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　四半期毎にアンケートを実施し、今回ファクスおよびメールを利用した。
　内容は前年同期比の回答を求めるもので、今回は令和３年10～12月期の
実績、及び令和４年１月～３月期の予想について、令和３年12月時点で調
査した。

（３）調査要領

（１）調査目的

（２）調査対象

　福岡市内地場企業（一部福岡市近郊を含む）の景況及び経営動向を把
握すると同時に、これらの情報を企業へ提供し、企業経営の参考に資する
ものである。

　当所会員企業を対象とし2,000社を任意抽出したもので､対象企業の内訳
は中小企業1,906社（構成比率95.6%）、大企業94社（構成比率4.4％）により
構成されている。

　回答した企業数は468社、回答率23.4%となっており、回答企業の内訳は、
中小企業445社（構成比率95.1%）、大企業23社 （4.9%）となっている。

　

≪ 景気・経営動向調査 ≫

１．自社・業界の景況

２．生産額、売上額、完成工事高

３．原材料・製（商）品仕入価格

４．受注価格、販売価格

５．製（商）品在庫

６．営業利益

7．資金繰り

８．当面の経営上の問題点



調査対象企業数及び回収結果     

対象数 回答数 回答率
回答結果
構成比

2,000 468 23.4%

1,906 445 23.3% 95.1%

94 23 24.5% 4.9%

対象数 回答数 回答率
回答結果
構成比

2,000 468 23.4%

345 101 29.3% 21.6%

141 40 28.4% 8.5%
82 22 26.8% 4.7%

122 39 32.0% 8.3%

237 61 25.7% 13.0%

74 10 13.5% 2.1%
10 1 10.0% 0.2%
10 2 20.0% 0.4%
46 11 23.9% 2.4%
9 2 22.2% 0.4%

21 12 57.1% 2.6%
22 7 31.8% 1.5%
21 9 42.9% 1.9%
24 7 29.2% 1.5%

305 85 27.9% 18.2%

82 21 25.6% 4.5%
26 4 15.4% 0.9%
39 13 33.3% 2.8%
5 3 60.0% 0.6%

54 12 22.2% 2.6%
8 1 12.5% 0.2%

11 2 18.2% 0.4%
80 29 36.3% 6.2%

221 38 17.2% 8.1%

56 7 12.5% 1.5%
33 7 21.2% 1.5%
12 3 25.0% 0.6%
15 3 20.0% 0.6%
21 2 9.5% 0.4%
4 1 25.0% 0.2%

80 15 18.8% 3.2%

115 29 25.2% 6.2%

38 7 18.4% 1.5%
77 22 28.6% 4.7%

777 154 19.8% 32.9%

109 28 25.7% 6.0%
375 68 18.1% 14.5%
103 19 18.4% 4.1%
190 39 20.5% 8.3%

規　　模　　別

金 属 ・ 鋼 材 卸 売 業
一 般 機 械 器 具 卸 売 業
電 気 機 械 製 品 卸 売 業

全 業 種

そ の 他 製 造 業

卸 売 業

中 小 企 業

石 油 ・ 化 学 製 品 卸 売 業

そ の 他 小 売 業

情 報 処 理 サ ー ビ ス 業

ホ テ ル ・ 旅 館 ・ 飲 食 業

運 輸 ・ 倉 庫 業

量 販 店

そ の 他 事 務 所 サ ー ビ ス 業

家 電 ・ 厨 房 器 具 小 売 業

小 売 業

建 材 ・ 住 宅 機 器 卸 売 業

車 両 運 搬 具 小 売 業

食 料 品 小 売 業

旅 客 運 送 業

土 木 建 設 業

印 刷 ・ 製 本 業

電 気 ・ 管 工 事 業

サ ー ビ ス 業

金 属 製 品 製 造 業

貨 物 運 送 ・ 倉 庫 業

衣 料 品 ・ 身 の 回 り 品 小 売 業

大 企 業

業　　種　　別

全 業 種

窯 業 ・ 土 木 製 品 製 造 業

そ の 他 の 個 人 サ ー ビ ス 業

製 造 業

建 設 業

食 料 品 卸 売 業
繊 維 製 品 卸 売 業

石 油 ・ 化 学 製 品 小 売 業

電 気 機 械 器 具 製 造 業

食 料 品 製 造 業

建 設 付 帯 工 事 業

建 材 ・ 木 ・ 紙 製 品 製 造 業

一 般 機 械 器 具 製 造 業

繊 維 製 品 製 造 業

そ の 他 卸 売 業



１．　自社・業界の景況 
《大幅に改善。次期は横ばいの見通し》

非常に
良く

なった

やや
良く

なった
横ばい

やや
悪く

なった

非常に
悪く

なった
未記入 ＤＩ値

非常に
良く
なる

やや
良く
なる

横ばい
やや
悪く
なる

非常に
悪く
なる

未記入 ＤＩ値

全 業 種 2.8 24.4 38.9 23.3 6.0 4.7 ▲ 2.1 1.3 19.7 35.5 18.4 4.9 20.3 ▲ 2.3

建 設 業 1.0 11.9 51.5 29.7 3.0 3.0 ▲ 19.8 1.0 15.8 41.6 20.8 4.0 16.8 ▲ 8.0

製 造 業 4.9 23.0 16.4 34.4 13.1 8.2 ▲ 19.6 3.3 11.5 21.3 29.5 8.2 26.2 ▲ 22.9

卸 売 業 3.5 40.0 32.9 15.3 4.7 3.5 23.5 1.2 29.4 32.9 15.3 2.4 18.8 12.9

小 売 業 0.0 26.3 26.3 31.6 10.5 5.3 ▲ 15.8 2.6 23.7 26.3 23.7 10.5 13.2 ▲ 7.9

運輸 ・倉 庫業 3.4 13.8 48.3 24.1 6.9 3.4 ▲ 13.8 0.0 17.2 51.7 17.2 0.0 13.8 0.0

サ ー ビ ス 業 3.2 26.0 44.2 16.9 4.5 5.2 7.8 0.6 19.5 37.7 13.0 5.2 24.0 1.9

中 小 企 業 2.2 23.1 39.3 24.3 6.3 4.7 ▲ 5.3 1.3 18.4 35.3 19.1 5.2 20.7 ▲ 4.6

大 企 業 13.0 47.8 30.4 4.3 0.0 4.3 56.5 0.0 43.5 39.1 4.3 0.0 13.0 39.2
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　今四半期（令和３年10月～12月）の地場企業の景況判断は、全業種で「良くなった」と回答した企業割合は27.2％
（前期比+9.0％）、「悪くなった」と回答した企業割合は29.3％（前期比▲12.5％）、「横ばい」であると回答した企業割
合は38.9％（前期比+3.1％）となった。景況判断指数DI値は▲2.1（前期DI値▲23.6）となり、前期比で+21.5ポイント
と大幅に改善した。
　
　業種別にみると、全ての業種において改善。具体的には、卸売業（前期▲18.5→今期+23.5、前期比+42.0）、小売
業（▲43.7→▲15.8、前期比+27.9）、運輸・倉庫業（▲40.7→▲13.8、前期比+26.9）、建設業（▲39.0→▲19.8、前
期比+19.2）、サービス業（▲7.5→+7.8、前期比+15.3）、製造業（▲23.5→▲19.6、前期比+3.9）と、全６業種におい
て改善となった。

　規模別にみると、中小企業（前期▲25.0→今期▲5.3）は前期比+19.7ポイント、大企業（+9.1→+56.5）は前期比
+47.4ポイントと、いずれも大幅に改善した。

　次四半期（令和４年１月～３月）予測については▲2.3となっており、今期比▲0.2ポイントとほぼ横ばいの見通し。

《　自社業況の総合判断（前年同期と比較して）　》

今四半期（R３年１０月～１２月期）実績 次四半期（R４年１月～３月期）予測

（ 単位　％ ）
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自社業況の景況判断推移（業種別）

建設業 製造業 卸売業 小売業 運輸倉庫業 サービス業 全業種

（今期）

次期予測
R４.１～３

調査時期

ＤＩ値



２．　生産額、売上額、完成工事高
《大幅に改善。次期もわずかに改善する見通し》

２ケタ増 １ケタ増 横ばい １ケタ減 ２ケタ減 未記入 ＤＩ値 ２ケタ増 １ケタ増 横ばい １ケタ減 ２ケタ減 未記入 ＤＩ値

全 業 種 7.5 18.4 45.1 17.9 8.8 2.4 ▲ 0.8 3.4 17.5 40.4 14.5 6.2 17.9 0.2

建 設 業 4.0 5.9 59.4 20.8 8.9 1.0 ▲ 19.8 2.0 10.9 51.5 15.8 5.0 14.9 ▲ 7.9

製 造 業 9.8 23.0 24.6 24.6 16.4 1.6 ▲ 8.2 4.9 9.8 26.2 23.0 13.1 23.0 ▲ 21.4

卸 売 業 9.4 31.8 37.6 15.3 4.7 1.2 21.2 2.4 29.4 35.3 15.3 1.2 16.5 15.3

小 売 業 2.6 18.4 36.8 15.8 21.1 5.3 ▲ 15.9 5.3 26.3 28.9 18.4 15.8 5.3 ▲ 2.6

運輸・倉庫業 3.4 17.2 48.3 17.2 10.3 3.4 ▲ 6.9 0.0 13.8 55.2 13.8 3.4 13.8 ▲ 3.4

サ ー ビ ス 業 9.7 17.5 49.4 15.6 4.5 3.2 7.1 4.5 16.9 41.6 9.1 5.2 22.7 7.1

中 小 企 業 7.4 16.2 45.8 18.9 9.2 2.5 ▲ 4.5 3.1 16.4 40.2 15.3 6.5 18.4 ▲ 2.3

大 企 業 8.7 60.9 30.4 0.0 0.0 0.0 69.6 8.7 39.1 43.5 0.0 0.0 8.7 47.8
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　生産額、売上額、完成工事高については、全業種で「増えた」と回答した企業は25.9％（前期比+8.9％）、「減った」
と回答した企業は26.7％（前期比▲12.1％）、「横ばい」と回答した企業は45.1％（前期比+4.5％）となっており、DI値
は▲0.8（前期DI値▲21.8）と、前期比+21.0ポイントと大幅に改善した。

　業種別にみると、全６業種において改善。具体的には、卸売業（前期▲16.3→今期+21.2、前期比+37.5）、運輸・倉
庫業（▲37.5→▲6.9、前期比+30.6）、小売業（▲39.6→▲15.9、前期比+23.7）、製造業（▲26.5→▲8.2、前期比
+18.3）、サービス業（▲8.2→+7.1、前期比+15.3）、建設業（▲32.0→▲19.8、前期比+12.2）と全業種において改善し
た。

　規模別にみると、中小企業（前期▲23.6→今期▲4.5）では前期比+19.1ポイント、大企業（+18.2→+69.6）では前期
比+51.4ポイントといずれも改善した。
　
　次四半期（令和４年１月～３月）予測については+0.2となっており、今期比+1.0ポイントと改善する見通し。

今四半期（R3年10月～12月期）実績 次四半期（R４年１月～３月期）予測

（ 単位　％ ）《生産額、売上額、完成工事高（前年同期と比較して）》
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３．　原材料・製（商）品仕入価格
《前期に続いて大幅に上昇。次期はわずかに下落の見通し》

上昇 横ばい 下落 未記入 DI値 上昇 横ばい 下落 未記入 DI値

51.7 38.7 1.3 8.3 50.4 47.4 28.8 0.6 23.1 46.8

62.4 35.6 0.0 2.0 62.4 55.4 30.7 0.0 13.9 55.4

75.4 23.0 1.6 0.0 73.8 62.3 16.4 0.0 21.3 62.3

68.2 29.4 1.2 1.2 67.0 60.0 22.4 0.0 17.6 60.0

47.4 42.1 7.9 2.6 39.5 52.6 39.5 2.6 5.3 50.0

37.9 24.1 0.0 37.9 37.9 34.5 20.7 0.0 44.8 34.5

29.9 53.9 0.6 15.6 29.3 30.5 35.1 1.3 33.1 29.2

51.9 38.2 1.3 8.5 50.6 47.6 28.1 0.7 23.6 46.9

47.8 47.8 0.0 4.3 47.8 43.5 43.5 0.0 13.0 43.5
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　原材料・製（商）品仕入価格については、「上昇」と回答した企業は51.7％（前期比+15.7％）、「下落」と回答した企業は1.3％
（前期比▲1.1％）、「横ばい」と回答した企業は38.7％（前期比▲10.3％）となっており、DI値は+50.4（前期DI値+33.6）と前期比
+16.8ポイントと大幅に上昇。

　業種別にみると、全６業種において上昇。具体的には、卸売業（前期+39.1→今期+67.0、前期比+27.9）、製造業（+55.9→
+73.8、前期比+17.9）、建設業（+45.0→+62.4、前期比+17.4）、運輸・倉庫業（+21.9→+37.9、前期比+16.0）、サービス業（+17.5
→+29.3、前期比+11.8）、小売業（+29.1→+39.5、前期比+10.4）と上昇した。

　規模別にみると、中小企業（前期+33.3→今期+50.6）では前期比+17.3ポイント、大企業（+40.9→+47.8）では前期比+6.9ポイ
ントといずれも上昇した。

　次四半期（令和４年１月～３月）予測については+46.8となっており、今期比▲3.6ポイントでわずかに下落の見通し。

製 造 業

建 設 業

（ 単位　％ ）《　原材料・製品仕入価格（前年同期と比較して）　》

次四半期（R４年１月～３月期）予測

小 売 業

サ ー ビ ス 業

中 小 企 業

大 企 業

今四半期（R3年10月～12月期）実績

運輸・倉庫業

全 業 種

卸 売 業
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次期予測
R4.1～3

（今期）



４．　受注価格、販売価格
《上昇、次期も上昇の見通し》

上昇 横ばい 下落 未記入 DI値 上昇 横ばい 下落 未記入 DI値

12.6 71.4 10.7 5.3 1.9 14.7 56.2 7.3 21.8 7.4

5.9 79.2 11.9 3.0 ▲ 6.0 8.9 65.3 9.9 15.8 ▲ 1.0

13.1 75.4 9.8 1.6 3.3 16.4 54.1 6.6 23.0 9.8

25.9 64.7 8.2 1.2 17.7 27.1 47.1 7.1 18.8 20.0

15.8 68.4 15.8 0.0 0.0 21.1 60.5 13.2 5.3 7.9

10.3 55.2 6.9 27.6 3.4 13.8 51.7 0.0 34.5 13.8

9.1 72.1 11.0 7.8 ▲ 1.9 9.7 55.8 5.8 28.6 3.9

12.1 71.2 11.0 5.6 1.1 14.6 55.5 7.4 22.5 7.2

21.7 73.9 4.3 0.0 17.4 17.4 69.6 4.3 8.7 13.1
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中 小 企 業

大 企 業

建 設 業

製 造 業

卸 売 業

小 売 業

運輸・倉庫業

サ ー ビ ス 業

全 業 種

（ 単位　％ ）《　受注価格、販売価格（前年同月と比較して）　》

次四半期（R４年１月～３月期）予測今四半期（R3年10月～12月期）実績

　受注価格、販売価格については、「上昇」と回答した企業は12.6％（前期比+4.4％）、「下落」と回答した企業は10.7％
（前期比▲4.1％）、「横ばい」と回答した企業は71.4％（前期比+0.4％）となっており、DI値は+1.9（前期DI値▲6.6）と前期
比+8.5ポイント上昇となった。

　業種別にみると、全６業種において上昇。具体的には、卸売業（前期▲1.1→今期+17.7、前期比+18.8）、建設業（▲
21.0→▲6.0、前期比+15.0）、運輸・倉庫業（▲6.3→+3.4、前期比+9.7）、製造業（▲1.4→+3.3、前期比+4.7）、小売業
（▲4.2→±0.0、前期比+4.2）、サービス業（▲3.7→▲1.9、前期比+1.8）と上昇した。
　規模別にみると、中小企業（前期▲7.4→今期+1.1）では前期比+8.5ポイント、大企業（+9.1→+17.4）では前期比+8.3ポ
イントといずれも上昇した。

　次四半期（令和４年１月～３月）予測については、+7.4となっており、今期比で+5.5ポイント上昇する見通し。
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受注価格・販売価格推移
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次期予測
R4.1～3

（今期）



５．製（商）品在庫
《適正方向へ推移、次期はやや過剰方向へ》

不足 適正 過剰 未記入 DI値 不足 適正 過剰 未記入 DI値

6.8 64.1 9.0 20.1 ▲ 2.2 7.1 55.3 4.5 33.1 2.6

7.9 56.4 1.0 34.7 6.9 8.9 45.5 0.0 45.5 8.9

9.8 73.8 13.1 3.3 ▲ 3.3 8.2 63.9 4.9 23.0 3.3

3.5 74.1 21.2 1.2 ▲ 17.7 2.4 70.6 10.6 16.5 ▲ 8.2

15.8 73.7 10.5 0.0 5.3 15.8 71.1 7.9 5.3 7.9

6.9 34.5 0.0 58.6 6.9 6.9 31.0 0.0 62.1 6.9

4.5 63.0 7.1 25.3 ▲ 2.6 5.8 50.6 3.9 39.6 1.9

7.0 62.9 9.4 20.7 ▲ 2.4 7.4 53.9 4.7 33.9 2.7

4.3 87.0 0.0 8.7 4.3 0.0 82.6 0.0 17.4 0.0
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大 企 業

（ 単位　％ ）

中 小 企 業

次四半期（R４年１月～３月期）予測今四半期（R3年10月～12月期）実績

全 業 種

《　製（商）品在庫（貴社の適正水準と比較して）　》

　製（商）品在庫については、「適正」と回答した企業は64.1％（前期比+0.7％）、「不足」と回答した企業は6.8％（前
期比+2.2％）、「過剰」と回答した企業は9.0％（前期比▲0.4％）となっており、DI値は▲2.2（前期DI値▲4.8）と前期
比+2.6ポイント改善し、適正方向へ推移する結果となった。

　次四半期（令和４年１月～３月）予測については、+2.6となっており、今期比+4.8ポイントで、やや過剰方向へ推移
する見通し。
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（今期）



6．　営業利益

増加 横ばい 減少 未記入 DI値 増加 横ばい 減少 未記入 DI値

20.3 43.8 34.2 1.7 ▲ 13.9 13.9 41.0 27.1 17.9 ▲ 13.2

7.9 52.5 37.6 2.0 ▲ 29.7 4.0 46.5 33.7 15.8 ▲ 29.7

23.0 26.2 49.2 1.6 ▲ 26.2 8.2 32.8 37.7 21.3 ▲ 29.5

27.1 47.1 25.9 0.0 1.2 20.0 45.9 18.8 15.3 1.2

13.2 44.7 42.1 0.0 ▲ 28.9 23.7 31.6 39.5 5.3 ▲ 15.8

20.7 34.5 41.4 3.4 ▲ 20.7 13.8 48.3 24.1 13.8 ▲ 10.3

25.3 44.8 27.3 2.6 ▲ 2.0 16.9 39.0 20.8 23.4 ▲ 3.9

18.2 44.5 35.5 1.8 ▲ 17.3 12.1 40.9 28.5 18.4 ▲ 16.4

60.9 30.4 8.7 0.0 52.2 47.8 43.5 0.0 8.7 47.8
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運輸・倉庫業

大 企 業

サ ー ビ ス 業

中 小 企 業

建 設 業

小 売 業

製 造 業

卸 売 業

　　　　《大幅に改善。次期はわずかに改善の見通し》

全 業 種

（ 単位　％ ）

次四半期（R４年１月～３月期）予測今四半期（R３年10月～12月期）実績

《　営業利益（前年同期と比較して）　》

　営業利益については、「増加」と回答した企業は20.3％（前期比+6.5％）、「減少」と回答した企業は34.2％（前期比▲
9.0％）、「横ばい」と回答した企業は43.8％（前期比+2.6％）となっており、DI値は▲13.9（前期DI値▲29.4）で前期比
+15.5ポイントと大幅に改善。

　業種別にみると、全６業種において改善。具体的には、卸売業（前期▲19.5→今期+1.2、前期比+20.7）、運輸・倉庫
業（▲40.6→▲20.7、前期比+19.9）、サービス業（▲19.4→▲2.0、前期比+17.4）、小売業（▲45.9→▲28.9、前期比
+17.0）、製造業（▲36.8→▲26.2、前期比+10.6）、建設業（▲38.0→▲29.7、前期比+8.3）と改善した。

　規模別にみると、中小企業（前期▲31.5→今期▲17.3）では前期比+14.2ポイント、大企業（+18.2→+52.2）では前期
比+34.0ポイントと、ともに改善した。

　次四半期（令和４年１月～３月）予測については、▲13.2となっており、今期比+0.7ポイントとわずかに改善する見通
し。

▲ 80

▲ 70

▲ 60

▲ 50

▲ 40

▲ 30

▲ 20

▲ 10

0

10

20

H28.
10-12

H29.
4-6

H29.
10-12

H30.
4-6

H30.
10-12

H31.
4-6

R1.
10-12

R2.
4-6

R2.
10-12

R3.
4-6

R3.
10-12

DI値
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次期予測
R4.1～3

（今期）



７．　資金繰り
《わずかに改善。次期もさらに改善する見通し》

楽である 不変 苦しい 未記入 DI値 楽になる 不変 苦しくなる 未記入 DI値

8.3 70.3 19.4 1.9 ▲ 11.1 6.4 60.3 15.4 17.9 ▲ 9.0

7.9 81.2 8.9 2.0 ▲ 1.0 6.9 71.3 7.9 13.9 ▲ 1.0

4.9 67.2 27.9 0.0 ▲ 23.0 4.9 50.8 23.0 21.3 ▲ 18.1

8.2 72.9 18.8 0.0 ▲ 10.6 7.1 64.7 11.8 16.5 ▲ 4.7

5.3 65.8 28.9 0.0 ▲ 23.6 5.3 60.5 26.3 7.9 ▲ 21.0

10.3 65.5 20.7 3.4 ▲ 10.4 6.9 65.5 13.8 13.8 ▲ 6.9

10.4 64.9 20.8 3.9 ▲ 10.4 6.5 53.2 16.9 23.4 ▲ 10.4

8.5 69.7 19.8 2.0 ▲ 11.3 6.5 59.6 15.5 18.4 ▲ 9.0

4.3 82.6 13.0 0.0 ▲ 8.7 4.3 73.9 13.0 8.7 ▲ 8.7
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中 小 企 業

大 企 業

《　資金繰り（前年同期と比較して） 》

今四半期（R３年10月～12月期）実績

サ ー ビ ス 業

製 造 業

運輸・倉庫業

小 売 業

（ 単位　％ ）

全 業 種

建 設 業

次四半期（R４年１月～３月期）予測

卸 売 業

　資金繰りについては、「楽である」と回答した企業は8.3％（前期比+1.1％）、「苦しい」と回答した企業は19.4％（前
期比▲0.2％）、「不変」と回答した企業は70.3％（前期比▲0.5％）となっており、DI値は▲11.1（前期DI値▲12.4）と
前期比+1.3ポイントと改善した。

　業種別にみると、全６業種中２業種において改善。具体的には、サービス業（前期▲19.3→今期▲10.4、前期比
+8.9）、卸売業（▲10.9→▲10.6、前期比+0.3）においては改善した。また、建設業（▲1.0→▲1.0、前期比±0.0）で
は不変だった。一方で、小売業（▲14.6→▲23.6、前期比▲9.0）、製造業（▲16.2→▲23.0、前期比▲6.8）、運輸・
倉庫業（▲6.2→▲10.4、前期比▲4.2）では悪化した。

規模別にみると、中小企業（前期▲13.0→今期▲11.3）は前期比+1.7ポイントと改善、大企業（±0.0→▲8.7）では
前期比▲8.7ポイントと悪化。

　次四半期（令和４年１月～３月）予測については、▲9.0となっており、今期比で+2.1ポイントと改善の見通し。
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8．　当面の経営上の問題点

《　当面の経営上の問題点（複数回答可）　》

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13

全 業 種 16.9 36.8 4.9 9.2 1.3 3.4 6.4 33.1 2.8 3.6 19.9 0.6 2.1

建 設 業 15.8 39.6 4.0 12.9 0.0 9.9 2.0 40.6 2.0 0.0 11.9 1.0 4.0

製 造 業 1.6 44.3 4.9 1.6 3.3 1.6 13.1 62.3 4.9 3.3 39.3 0.0 1.6

卸 売 業 20.0 36.5 4.7 4.7 2.4 1.2 3.5 42.4 5.9 8.2 23.5 1.2 1.2

小 売 業 36.8 28.9 2.6 10.5 0.0 2.6 2.6 36.8 2.6 7.9 28.9 0.0 0.0

運 輸 ・ 倉 庫 業 31.0 24.1 0.0 3.4 6.9 3.4 17.2 17.2 0.0 3.4 10.3 0.0 0.0

サ ー ビ ス 業 14.3 36.4 7.1 13.0 0.0 1.3 7.1 13.6 1.3 2.6 14.9 0.6 2.6

中 小 企 業 16.4 37.1 4.9 9.7 1.3 3.6 6.3 33.3 2.7 3.8 20.0 0.7 2.2

大 企 業 26.1 30.4 4.3 0.0 0.0 0.0 8.7 30.4 4.3 0.0 17.4 0.0 0.0

２位 ３位

14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

全 業 種 23.1 33.1 3.0 9.2 1.5 40.4 8.1 6.2 3.8 4.9 4.3 6.2 3.4

建 設 業 23.8 21.8 4.0 3.0 1.0 56.4 5.9 6.9 2.0 5.9 4.0 3.0 5.0

製 造 業 23.0 47.5 3.3 16.4 0.0 26.2 4.9 3.3 3.3 4.9 4.9 3.3 0.0

卸 売 業 24.7 29.4 3.5 7.1 1.2 23.5 8.2 2.4 4.7 3.5 2.4 4.7 3.5

小 売 業 28.9 44.7 2.6 18.4 5.3 36.8 10.5 2.6 5.3 10.5 2.6 10.5 0.0

運 輸 ・ 倉 庫 業 27.6 34.5 0.0 13.8 3.4 41.4 6.9 10.3 3.4 0.0 3.4 17.2 6.9

サ ー ビ ス 業 19.5 33.8 2.6 8.4 1.3 45.5 10.4 9.1 4.5 4.5 5.8 7.1 3.9

中 小 企 業 22.9 33.0 2.9 8.8 1.6 40.7 8.1 6.1 4.0 4.9 4.3 6.5 3.4

大 企 業 26.1 34.8 4.3 17.4 0.0 34.8 8.7 8.7 0.0 4.3 4.3 0.0 4.3

５位 ３位 １位

無
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、
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　当面の経営上の問題点として最も多かったのは、「人材難、求人難、定着化の悪化」40.4％（前期比
+5.2％）。次いで、「受注、需要の増加又は減少」36.8％（前期比▲9.2％）、「営業利益の低下」33.1％（前期
比▲1.1％）、「原材料高、入手難」33.1％（前期比+11.3％）、「経費の増加」23.1％（前期比+1.9）となった。

　業種別にみると、建設業、運輸・倉庫業、サービス業においては、「人材難、求人難、定着化の悪化」が最
も多く、製造業、卸売業においては、「原材料高、入手難」が最も多く、小売業においては、「営業利益の低
下」が最も多かった。
　
　規模別にみると、中小企業においては、「人材難、求人難、定着化の悪化」が最も多く、大企業において
は、「人材難、求人難、定着化の悪化」と、「営業利益の低下」が同率で最も多かった。
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自社業況の景況判断推移（「良くなった」「悪くなった」別、時代背景参考）
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⑨

川
内
原
子
力
発
電
所
１
号
機
再
稼
働

H
2
7
⑩
～
⑫

T
P
P
大
筋
合
意
、
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
制
度
の
施
行

H
2
8
①
～
③

マ
イ
ナ
ス
金
利
政
策
実
施
、
民
進
党
発
足
、
北
海
道
新
幹
線
開
業

H
2
8
④
～
⑥

熊
本
地
震
発
生

K
I
T
T
E
博
多
、
J
R
J
P
ビ
ル
オ
ー
プ
ン

イ
ギ
リ
ス
国
民

投
票
E
U
離
脱
へ

H
2
8
⑦
～
⑨

リ
オ
デ
ジ
ャ
ネ
イ
ロ

オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
・
パ
ラ
リ
ン
ピ
ッ
ク
開
催

H
2
8
⑩
～
⑫

博
多
駅
前
道
路
陥
没
事
故
、
ア
メ
リ
カ
大
統
領
選
共
和
党
ト
ラ
ン
プ
氏
当
確

H
2
9
①
～
③

ア
メ
リ
カ
、
ト
ラ
ン
プ
大
統
領
就
任
、
T
P
P
協
議
か
ら
の
正
式
離
脱
表
明

H
2
9
④
～
⑥

改
正
組
織
犯
罪
処
罰
法
可
決

H
2
9
⑦
～
⑨

九
州
北
部
豪
雨

宗
像
・
沖
ノ
島
と
関
連
遺
産
群
が
世
界
遺
産
登
録

H
2
9
⑩
～
⑫

衆
議
院
議
員
選
挙
で
自
民
党
勝
利
、
第
４
次
安
倍
内
閣
発
足

H
3
0
①
～
③

Ｔ
Ｐ
Ｐ
1
1
署
名
、
米
国
が
鉄
鋼
・
ア
ル
ミ
ニ
ウ
ム
の
輸
入
制
限
次
期
調
査

H
3
0
④
～
⑥

南
北
首
脳
会
談
、
米
朝
首
脳
会
談
、
骨
太
の
方
針
（
2
0
1
8
）
閣
議
決
定

H
3
0
⑦
～
⑨

西
日
本
豪
雨
、
米
中
貿
易
戦
争
、
自
由
民
主
党
総
裁
選

H
3
0
⑩
～
⑫

第
4
次
安
倍
内
閣
発
足
、
米
中
貿
易
摩
擦

H
3
1
①
～
③

国
際
観
光
旅
客
税
導
入
、
日
本
・
E
U
経
済
連
携
協
定
発
効

H
3
1
④
～
R
1
⑥

新
元
号
「
令
和
」
発
表
、
大
型
連
休
（
1
0
連
休
）、
G
2
0
サ
ミ
ッ
ト

R
1
⑦
～
⑨

令
和
元
年
8
月
九
州
北
部
豪
雨
、
ラ
グ
ビ
ー
ワ
ー
ル
ド
カ
ッ
プ
2
0
1
9
日
本
大
会
開

幕

R
1
⑩
～
⑫

1
0
月
消
費
税
率
引
上
げ
（
8
％
→
1
0
％
）

R
2
①
～
③

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
拡
大

R
2
④
～
⑥

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
緊
急
事
態
宣
言
の
発
令
、
外
出
自
粛
・
営
業
自
粛
（
１
回
目
）

R
2
⑦
～
⑨

G
o
T
o
ト
ラ
ベ
ル
開
始
、
菅
内
閣
発
足
、
令
和
２
年
７
月
豪
雨

R
2
⑩
～
⑫

G
o
T
o
イ
ー
ト
開
始
、
G
o
T
o
ト
ラ
ベ
ル
全
国
一
斉
停
止

R
3
①
～
③

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
緊
急
事
態
宣
言
の
発
令
、
外
出
自
粛
・
営
業
自
粛
（
２
回
目
）

R
3
④
～
⑥

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
緊
急
事
態
宣
言
の
発
令
、
外
出
自
粛
・
営
業
自
粛
（
３
回
目
）

R
3
⑦
～
⑨

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
緊
急
事
態
宣
言
の
発
令
、
外
出
自
粛
・
営
業
自
粛
（
４
回
目
）

東
京

オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
・
パ
ラ
リ
ン
ピ
ッ
ク
開
催

R
3
⑩
～
⑫

岸
田
内
閣
発
足
、
原
油
・
原
材
料
価
格
の
高
騰

R
4
①
～
③

次
期
調
査

自社業況DI値の推移

良くなった

悪くなった

DI値


